
SCSK 統合報告書202633

価値創造を支える基盤

地球環境への貢献

Environment 地球環境への貢献

SCSKは、2015年度よりオフィス・拠点運営に関する「オフィス環境目標」を

掲げ、環境負荷低減の取り組みを進めています。ハイブリッドワークの定着、業

務プロセスの見直しなどにより、2025年度は事務用紙購入量、一般廃棄物排出

量の両項目で目標を大幅に上回る削減を達成しました。今後もEMS活動を通じ

て継続的な改善を図り、環境負荷のさらなる低減に取り組んでいきます。

オフィス環境目標

SCSKグループは、環境に配慮した事業活動に意欲的に取り組むとともに、脱炭素や循環型社会の実現に向けた事業環境の変化を事

業機会と捉え、幅広い業界にわたるお客様やパートナー企業との共創を通じて、持続可能な社会の発展に貢献します。

環境課題への対応を着実に進めるため、SCSKは環境マネジメントシステムに関する国際規格であるISO14001に基づき、環境保全

活動を計画的かつ継続的に実施しています。

また、環境マネジメント推進体制のもと、環境担当役員によるマネジメントレビューを実施するとともに、各組織において環境目標の

達成と環境負荷の低減に向けた取り組みを推進しています。

環境マネジメントシステムの推進と環境負荷低減への取り組み

環境マネジメントシステム（EMS）の推進

オフィス環境目標（2015年度基準）の達成状況

対象項目（総量） 2025年度目標 2025年度実績

事務用紙購入量 40%以上削減 88.6%削減※1

一般廃棄物排出量 10%以上削減 51.6%削減

「資源・廃棄物削減への取り組み」についてはこちら
https://www.scsk.jp/corp/csr/

environment/carbonneutral.html

「環境マネジメントシステム」についてはこちら 
https://www.scsk.jp/corp/csr/

environmentalmanagement.html

環境パフォーマンスデータの「第三者保証報告書」についてはこちら
https://www.scsk.jp/corp/csr/pdf/assuarance_statement_2025.pdf

脱炭素・循環型社会の実現に向けて、SBTイニシアチブ※2による認定を受けた中長期の温室効果ガス排出量削減目標の設定や脱炭素

経済への移行計画を策定し取り組みを推進しています。また、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）、自然関連財務情報開示

タスクフォース（TNFD）の理念に賛同し、それぞれの枠組みに基づき情報開示を行っています。

脱炭素・循環型社会の実現に向けた取り組み

「脱炭素経済への移行計画」についてはこちら 
https://www.scsk.jp/corp/csr/

environment/decarbonized_economy.html

「TCFD」「TNFD」に関する開示についてはこちら
 https://www.scsk.jp/corp/csr/

environment/index.html

SCSKグループの温室効果ガス排出量削減目標

Scope1+2
⃝  2030年度までに2019年度比で47%削減（1.5℃目標）

⃝  2050年までに排出量を100%削減

Scope3 ⃝  2030年度までに2019年度比で28%削減

※1　ISO活動拠点のみを対象
※2　SBT（Science�Based�Targets）イニシアチブ：世界の平均気温の上昇を抑えるために、企業に対して科学的な知見と整合した削減目標を設定するよう求めるイニシアチブ�
※3　I-REC（International�Renewable�Energy�Certificate）：世界の主要な報告枠組みであるGHGプロトコル、CDPなどが信頼性のある証明として認める、国際的な「エネルギー属性証明」
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Scope1＋2排出量の概況

再生可能エネルギーや非化石証書の購入、I-REC※3の活用により、2019年

度（SBT基準年）と比較しScope1＋2排出量を約58%削減しました。

Scope1＋2排出量の削減に向けた主な取り組み

Scope1、2の大部分を占める電力の使用による温室効果ガス排出量の削減

に向けた施策を進めています。

データセンターにおいては、空調機の運用方法の見直しや照明のLED化な

ど 消 費 電 力 の 低 減 に 向 け た 取 り 組 み に よ り、2025年 度 は 年 間 約

1,001t-CO2eを削減しました。また、再生可能エネルギーや非化石証書の購

入、I-RECの活用により、温室効果ガス排出量を年間約22,845t-CO2e削減

し、電力の再生可能エネルギー比率は55.8%となりました。

Scope3排出量の概況

2024年12月にネットワンシステムズを連結子会社化したこと、およびビ

ジネスの拡大に伴い、2019年度（SBT基準年）と比較しScope3排出量は約

201%増加しました。

Scope3排出量の削減に向けた主な取り組み

Scope3排出量の30.7%を占めるカテゴリ1「購入した製品・サービス」につ

いては、温室効果ガス排出量の実態把握に向けて、サステナビリティ調査を実

施し、環境データの収集を進めています。

中核的な委託先であるPrime Business Partner各社に対しては、温室効

果ガス排出量の算定や削減目標の設定を働きかけるとともに、環境に関する

取り組み状況について対話を実施しています。こうした取り組みを通じて、

バリューチェーン全体での温室効果ガス排出量の削減を推進しています。

  P.44／サステナビリティ推進

排出量実績と削減に向けた取り組み
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SCSKでは、データセンターが立地する印西エリアにおいて、地域の自然資本への理解を深め

るとともに、環境保全や地域課題の解決に資する活動に取り組んでいます。認定NPO法人アー

スウォッチ・ジャパン協力のもと、国立環境研究所による講演会および現地活動を実施し、印西

エリアにおける「谷津の地形と水循環」「土地利用」「水害リスクと湿地の機能」について学び、 

地域の自然環境が持つ機能や生態系サービスの重要性への理解を深めました。現地活動では、生物多様性の保全につながる池づくりや

竹林整備で発生した竹を活用したバイオ炭づくりを実施し、自然環境の再生や保全、脱炭素に資する取り組みを体験する機会を設けて

います。今後も地域との共生を図りながら、自然環境の保全とネイチャーポジティブの実現に貢献していきます。

事業拠点地域における自然資本保全への取り組み

https://www.scsk.jp/corp/csr/environmentalmanagement.html
https://www.scsk.jp/corp/csr/environment/decarbonized_economy.html
https://www.scsk.jp/corp/csr/environment/index.html
https://www.scsk.jp/corp/csr/environment/carbonneutral.html
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SCSKグループは、経営理念「夢ある未来を、共に創る」の下、成

長戦略としてサステナビリティ経営を推進しています。社会や事

業環境が大きく変化する中、当社グループが培ってきた技術力・

業務知見・顧客基盤と、多様なスキル・経験をもつプロフェッショ

ナル人材の力を活かし、お客様や社会と共にさまざまな社会課題

の解決に貢献し、新しい価値を創出しながら、持続的な成長を目指

しています。経営理念の実現に向けて掲げる「3つの約束」では、

最初に「人を大切にします。」と宣言し、社員一人ひとりの個性や

価値観を尊重し、互いの力を最大限に活かすことを約束していま

す。こうした考え方を人的資本経営の基盤とし、社員一人ひとり

の専門性や創造性をお客様や社会への提供価値につなげるととも

に、挑戦と成長を通じて新たな価値を生み出し続ける組織づくり

を進めることで、経済価値と社会価値の創出を加速していきます。

人的資本価値の向上については、社員一人ひとりの「人財価値

最大化」を基本方針としています。当社が考える人財価値最大化

は、社員一人ひとりが専門性を高めるだけでなく、自律的に学び、

挑戦し、自ら成長と変革を生み出せる状態を実現することです。

社員の専門性やスキル、経験といった能力開発への継続的な投資

を行うとともに、社員の能力を高められる事業・案件を常に選択

し、成長できる場・環境を用意すること、また、社員が持つ能力を

最大限に発揮できる事業分野・事業モデルを常に選択・構築する

ことに取り組んでいます。

こうした考え方を具体的な取り組みにつなげ、社員一人ひとり

の成長と能力発揮により価値創出を果たしていくための当社らし

い人的資本経営の在り方を、「SCSK人的資本マネジメントサイク

ル」に表しています。

このサイクルの中核は、企業価値向上に資する人財戦略の推進

です。動的な人材ポートフォリオを構築するために、経営戦略・

事業戦略に即した計画的な人材確保を進めるとともに、必要な

ターゲットプールを形成し、戦略的な人材育成・配置を通じて人

財価値の最大化を図ります。変化の激しい時代において、継続的

に価値を創出するためには、短期的な環境変化を意識しつつ、自

らのビジネスの本質的価値を追求し、ビジネスモデルの改善・進

化・変革を続ける姿勢が不可欠です。すなわち、「自己革新能力」

の高い組織と人材の育成が、当社の持続的成長と経営理念の実現

に直結すると考えています。

また、制度面だけでなく、組織文化やマネジメントスタイルの

変革も含め、社員が自律的に成長できる環境づくりを進めます。

人的資本マネジメントサイクルを回すことにより、Well-Being

経営を取り組みの基盤とし、心理的安全性が確保された組織の中

で、社員がいきいきと挑戦し、成長を続けられるSCSKらしい人的

資本経営の実現を目指しています。

SCSKの人的資本経営

Social 多様なプロフェッショナルの活躍

基本的な考え方

価値創造を支える基盤

多様なプロフェッショナルの活躍

経営戦略
事業戦略

ハイスキル／キャリア／新卒

採用

領域・階層別サクセッションプラン

人材プール

基本サイクル人財価値最大化

専門部会

社内公募
社内FA

CDP

キャリア
オーナー
シップ

組織/人材の自己革新能力の向上

専門性認定制度 ストレッチアサイン

動的な
人材ポートフォリオ

新人事制度

処遇・報酬

アセスメント 配置／経験

Well-Being経営
やりがい・未来創造・キャリア・組織・健康・働き方・DEI

教育

SCSK人的資本マネジメントサイクル
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グランドデザイン2030「共創ITカンパニー」の実現に向け、グ

ループの方針に経済価値・社会価値・人的資本価値を包含した「総

合的企業価値」の飛躍的な向上を掲げています。その第二期にあ

たる前中期経営計画（2023～2025年度）では、人的資本価値の

向上に向けた人財戦略として、「事業戦略に則した人事制度・人材

育成」と「“働きがい”を高めるWell-Being経営」の2つの方針を

設定しました。

「人財価値最大化」の基本方針に則り、人財戦略を推進していま

す。取締役会において定期的に審議することに加え、HC会議※や

DEIB推進委員会などの全社会議体を設置し、経営層、事業部門、

コーポレート部門が一体となって、戦略の実行状況や、社内浸透

および経営指標の進捗状況をモニタリングしています。

また2026年4月より、5つの事業管掌統括本部内にそれぞれ

1つ目の方針では、人材育成施策や人材獲得競争力の向上、報

酬水準の引き上げを目的に、累計200億円規模の人的資本投資を

実行しました。2つ目の方針では、「働きやすさ」「働きがい」「心身

の健康」等を経営指標として設定し、目標水準の達成・維持に取り

組むとともに、DEIB（多様性・公平性・包摂性・帰属意識）推進の

代表指標として女性社員の登用拡大を掲げ、マネジメント層の多

様性確保に向けた取り組みを進めてきました。

HC部を新設し、各事業における人的資本マネジメントサイクル

の運用を開始するとともに、社員一人ひとりのキャリアオーナー

シップの推進やWell-Beingな組織風土の構築と浸透を図ってい

ます。このように当社では全社一体となって人的資本経営を推進

する体制を整えています。

グランドデザイン2030の実現に向けて

人的資本価値向上の主な成果

人的資本経営の実効性を高める推進体制

※HCはHuman�Capital（人的資本）の略

会議体 目的 主な参加者 主な議題・役割

HC会議 人財戦略の 
全社運用・実行力向上

⃝人事本部長　⃝事業管掌統括本部長
⃝各事業管掌・事業グループに設置されたHC部

⃝人財戦略に関する施策検討
⃝各管掌・事業グループにおける実行課題の共有、対応策の検討

DEIB推進委員会 DEIB・Well-Being 
経営の推進

⃝人事執行役員　⃝各事業部門代表
⃝専任組織責任者

⃝Well-Being経営の具体施策　⃝女性登用の取り組み
⃝多様な人材が力を発揮できる職場環境整備・企業風土醸成

項目 2024年3月期
実績

2025年3月期
実績

2026年3月期
実績

2026年3月期
目標 3年間の変化※1

【人材ポートフォリオ・人材育成】

コンサル・ビジネスデザイン人材 319名 523名 587名 500名以上 ＋84%

先進技術者育成研修修了者 1,745名 2,349名 3,881名 3,000名以上 ＋122%

高度プロジェクト・マネージャ人材 183名 219名 265名 250名以上 ＋45%

デジタルスキル標準教育修了者（連結） 3,772名 11,129名 12,694名 10,000名 ＋237%

【Well-Being・D＆I推進】

エンゲージメント（働きやすい会社） 89.3% 89.7% 89.6%
90%以上※2

＋0.3pt

エンゲージメント（やりがいのある会社） 78.0% 79.1% 80.0% ＋2.0pt

パフォーマンス発揮度（自分の能力が活かされている） 76.1% 77.3% 79.3%
90%以上※3

＋3.2pt

パフォーマンス発揮度（プレゼンティーイズム） 80.2% 78.5% 77.9% －2.3pt

部長級の女性数 1.3倍 2.0倍 3.0倍 3倍以上※4 ＋1.7倍

人的資本KPIの進捗状況（26年3月期実績）

※1　�「3年間の変化」は、2024年3月期から2026年3月期までの変化を示しています。人数は増減率、割合はポイント差、部長級女性数は倍率差で表示しています。
※2　�社員意識調査で、「働きやすい会社」および「やりがいのある会社」の両項目にポジティブ回答を行った社員の割合。2026年3月期の実績(連結)は、それぞれ86.1%、76.8%。
※3　�社員意識調査で、「自分の能力が十分活かされている」項目にポジティブ回答し、さらに健康アンケートで「健康な状態で発揮できるパフォーマンスを100%としたときに80%以上発揮できている」

と回答した社員の割合。2026年3月期の実績（連結）は、それぞれ75.2%、75.5%。
※4　�2023年3月期（実績）に対する比率を算出。
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現在、「グランドデザイン2030」で掲げた構想の実現に向け、折

り返し地点を迎えています。急速なAI進展に端を発した市場環

境の変化に適応したビジネスモデルへの転換が必要となる中、持

続的な企業価値向上のためには、一層の人的資本経営の推進が不

可欠であると認識しています。

2026年4月からの新中期経営計画（2026～2030年度）におい

ては、“Next Dimension 2030：次元の異なるITカンパニーへの

進化”をテーマに掲げ、その実現に向け「AI起点の自己変革」「知財

オファリング」「事業基盤・ケイパビリティの徹底活用」を「3つの

変革の軸」に据えています。これらの軸に「AI戦略」を掛け合わせ

ることで、ビジネスモデルの進化・変革を目指しています。その

実現にあたっては、短期的な環境変化を意識しつつ、自らのビジ

ネスの本質的価値を追求し、ビジネスモデルの改善・進化・変革

を続ける姿勢が不可欠です。こうした姿勢と能力を有する「自己

革新人財」の育成・確保を中期経営計画における重要テーマに位

置づけ、これを推進するための人事諸制度の抜本的な改定、社員

のキャリアオーナーシップの更なる推進、組織文化の変革などを

推進しています。

具体的には2026年7月から開始した、社員の積極的な挑戦を後

押しし、評価・処遇する新人事制度の運用、自律的にスキルを伸ば

す社員を支援する研修制度、メリハリのある人的資本投資の加速、

マネジメント育成強化などに取り組んでいます。こうした取り組

みを土台に、各事業単位に計画立案された人材ポートフォリオを

運用することで、事業戦略に連動した人的資本経営を実行してい

ます。加えて引き続きWell-Being経営を推進し、働きやすく、働き

がいと未来創造に満ちた新たな企業風土の構築を目指しています。

今後も、社員一人ひとりの主体的な貢献意欲を価値創出の原動

力とし、人財価値最大化を軸とした人的資本経営の実践を通じ

て、グランドデザイン2030に掲げる「共創ITカンパニー」の実現

を確実にすべく取り組んでいきます。

新中期経営計画における人的資本経営の推進

価値創造を支える基盤

多様なプロフェッショナルの活躍

新中期経営計画（2026～2030年度）

持続的な企業価値向上に向け、事業戦略に連動した動的な人材

ポートフォリオの構築・運用を重点施策の一つと位置づけていま

す。「自己革新人財」の育成・確保に向け、各事業単位の中期計画

を基に立案した人材ポートフォリオ計画を運用し、長期視点でコ

ア人材を確保する新卒採用や不足するケイパビリティを充足す

るための戦略的なキャリア採用、事業戦略に適合した計画的人材

育成やリスキリング、社員一人ひとりの提供価値を引き上げるべ

く上位役割への積極挑戦を促す「ストレッチアサイン」、専門スキ

ルや実務経験の可視化によって推進する適材適所の人材配置な

ど、事業戦略を起点にした人財戦略を加速しています。

これまでの取り組みにより、事業計画の達成に必要なスキル・

人員構成と現状とのギャップを把握し、その解消に向けて安定的

な確保・育成・最適配置を計画し、実行するプロセスが浸透しつ

つあります。今後は中でも全社的に重要度の高い戦略的役割を担

事業戦略の実現性を高める人材ポートフォリオ

事業戦略に連動した動的な人材ポートフォリオの運用
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SCSK
人的資本
マネジメント
サイクル
の運用

重点施策 経営指標（非財務）

事業戦略の実現性を高める
人材ポートフォリオ

組
織

社員一人ひとりの
提供価値向上

人
材

人的資本経営の土台となる
Well-Being経営

価値創造人材比率※1

40%以上

デジタルスキル取得者※2

10,000人以上

高水準なWell-Being
スコアの維持※3

※1　価値創造人材比率：事業・サービス等の価値創造・価値向上をミッションとする人材（目標：2030年度）
※2　デジタルスキル取得者：デジタルスキル判定による認定スキル保有者数（目標：2030年度）
※3　高水準なWell-Beingスコアの維持：働きやすさ・働きがいともに70点以上（目標：中長期／連結）
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SCSKの
現在地とこれから

価値創造を 
支える基盤

価値創造ストーリーSCSKの 
ビジネスと強み

マネジメントメッセージイントロダクション データ 
セクション

新人事制度　4つのポイント

変化の激しい時代に継続的な価値創出を果たしていくべく、「自

己革新人財」の育成・確保を目指し、社員の積極的な挑戦を後押

しして実務経験を通じた育成を図ること、その結果を評価し、処

遇することを目的に2026年7月に人事制度の抜本的な改定を行

いました。

新制度では、担う役割を基準とした「役割区分制度」へと移行

し、能力・経験を基準としていた従来制度よりも、職務内容と報酬

の連動性を高めています。これにより年齢や経験に左右されない、

柔軟でメリハリのある処遇を実現しています。

従来から実施していた昇格試験は廃止し、担う役割に基づいて

スピーディーに処遇を行うことで、上位役割への積極挑戦「スト

レッチアサイン」を促し、組織および社員一人ひとりの創出価値

の向上を図っています。「ストレッチアサイン」は人的資本への先

行投資と位置づけ、報酬と連動して促進することで、意欲ある社

員の可能性を引き出し、成長スピードの向上を高めることを目指

事業戦略と人財戦略を連動させ、人的資本マネジメントサイク

ルの効果的な運用を支える仕組みとして、人的資本管理システム

「LAP-HCM※」を導入しています。社員のスキルや経験、キャリ

アに関する情報を可視化・分析することで、全社的な人財戦略の

立案をはじめ、事業単位での人材ポートフォリオの策定、各組織

における育成計画や配置検討に活用しています。

う人材やハイスキル人材の拡充を目的とした採用・育成活動の強

化など、各事業を横断する戦略的な人材ポートフォリオの活用を

しています。

また、社員の主体性を重視し、自律的なキャリア形成を推進す

べく、社員自身のキャリア志向に応じた職掌の選択を可能にする

仕組みや、事業戦略との連動性を高めるべく、戦略的重要度が極

めて高い職種に対して柔軟な処遇を可能にする仕組みも導入し

ています。従来制度から継続する年収3,000万円超の処遇が可能

な「ADV職掌」と合わせ、戦略的な人材拡充に取り組んでいます。

なお、優秀な人材確保および社員エンゲージメントをさらに向

上させるべく、直近2年間では、2025年7月には例月給与を全社

平均で15,000円引き上げ、 昇格・評価に伴う昇給と合わせ全社

平均で5.2%の報酬水準の引き上げを行いました。また、2026年

7月には定期昇給および貢献度に応じた特別加算を実施し、全社

平均で5.0%の報酬水準引き上げを行いました。今後も、急速に変

化する事業環境を見据え、事業戦略や市場価値に応じた柔軟な処

遇設計と、人事制度の進化に取り組んでいきます。

これにより、事業戦略の遂行に必要な人材要件と現状とのギャ

ップを把握し、採用・育成・配置の各施策をより実効性高く推進

することを目指しています。今後も、LAP-HCMを通じた人材情

報の可視化・分析を進め、事業戦略の実行力を支える人材配置・

育成の高度化につなげていきます。

推進することで、中期経営計画の実現への実行力を高め、顧客課

題の解決と新たな価値創出につなげていきます。

自己革新人財の育成を支え、人材ポートフォリオの実効性を高める新人事制度

人材ポートフォリオ運用を支える可視化・分析基盤

※LAP-HCM：Learning,�Action�and�Pleasure�-�Human�Capital�Management

POINT 1

職務と報酬の連動

年齢や経験に左右されない
メリハリある処遇を実現

POINT 2

挑戦機会への先行投資

ストレッチアサインによる
成長スピードを向上

POINT 3

自律的な
キャリア形成の推進

職掌選択を通じた意欲と
能力を活かす配置を推進

POINT 4

戦略職種への重点対応

事業戦略上重要な職種に
柔軟な処遇を適用
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「自己革新人財」の育成に向け、社員一人ひとりがオーナーシッ

プマインドを持ち、自らのキャリア開発に主体的に取り組む重要

性が高まっています。当社グループでは2026年度より、従来の

CDP（Career Development Plan）制度を、自律的かつ戦略的

に 自 ら の キ ャ リ ア を デ ザ イ ン す るCDP（Career Design 

Program）制度へと進化させ、変化の激しい環境下にキャリアの

軸となる“内的キャリア”を探索する機会にしています。こうした

内的キャリアと、新たな人事諸制度等によって磨いていく外的キ

ャリアの両面を整え、相互に好影響を与えながら社員のキャリア

形成を支援していくことが重要であると考えています。

CDP制度に加え、入社4年目までのすべての若手社員全員が

取り組む若手キャリア開発プログラムでは、SCSKの中核を担う

人材としての基礎力の形成に加え、自己理解と環境理解を促進

するためのキャリア・アドバイザー面談等を通じ、社員が自らの

キャリアビジョンを具体化できるよう支援しています。また、

ジョブチャレンジ（人材公募）制度では、SCSKグループ全体の

社員一人ひとりの専門性とデジタルスキルを可視化し、自律的

な学びと適切な育成・配置につなげることで、お客様や社会への

提供価値向上を目指しています。

「SCSKキャリアフレーム」に基づく専門性認定制度では、職種

別の専門スキルを7段階で評価・認定し、認定結果を育成計画に

反映しています。2026年2月には、生成AIを活用した検証プロセ

スと蓄積した評価ロジックを組み合わせた「スキル評価システム」

を導入し、審査プロセスを自動化しました。これにより、評価の妥

当性・一貫性を確保しながら、社員が獲得したスキルをより迅速

に可視化し、育成や配置に活用しています。また、「専門性祭り」

などを通じて、制度理解やキャリア形成を支援し、社員の専門性

向上への意欲を高めています。

人材募集に挑戦でき、キャリアチャレンジ（社内FA）制度では、

自らの経歴・スキル・志望業務を希望部署に直接アピールする

機会を提供しています。こうした仕組みと、挑戦と成長を促す

新人事制度を組み合わせることで、社員が自らキャリアを考え、

新たな業務や環境に挑戦する機会を広げています。

さらに、2026年7月より、経済産業省・IPAの「DX推進スキル

標準（DSS-P）」をベースに、当社グループ独自のスキル項目を定

義した「デジタルスキル判定制度」の運用を開始しました。本制

度では、デジタル人材に求められる知識・スキルを4カテゴリ・

40項目に整理し、スキル習得状況を体系的に把握できる仕組み

としています。社員一人ひとりが自身のスキルレベルを客観的に

把握し、自律的に学び続けることで、顧客課題の解決や新たな価

値創出に貢献する力を高めていきます。また、人的資本経営にお

ける経営指標の一つとして、2030年度までにデジタルスキル取

得者10,000人以上を目標に掲げ、継続的な学びと実践を通じて、

事業戦略の実行力強化につなげていきます。

社員一人ひとりの提供価値向上

自律的なキャリア形成を支えるキャリアオーナーシップ 

専門性とデジタルスキルの可視化による提供価値の向上

キャリアオーナーシップ推進とラーニングカルチャー醸成の制度・施策

学び手当

資格取得報奨金

副業・兼業制度

コツ活（社員の自己研鑽を可視化・応援するプラットフォーム） 

SCSK i-University（幅広い領域で約200コースの研修） 

専門性認定制度

ジョブチャレンジ（人材公募）制度／キャリアチャレンジ（社内FA）制度

若手キャリア開発プログラム2021年3月期 開始

2018年3月期 開始

2020年3月期 開始

2020年3月期 開始

CDP（Career Design Program）制度 

自発的な学びやキャリア形成を実現するための各種制度 キャリアオーナーシップ推進
ラーニングカルチャー醸成

キャリアデザイン

幅広い学びの場

自己研鑽の推奨

実践経験の機会

専門性強化

専門性認定制度の考え方と全体像

価値創造を支える基盤

多様なプロフェッショナルの活躍

専門性認定とは

ビジネス能力

コンピテンシー
ヒューマンスキル

コンセプチュアルスキル

専門性認定
専門能力

知識

SCSKキャリアフレームにおける専門性認定概念

レベル7

レベル6

レベル5

レベル4

レベル3

レベル2

レベル1

経験と実績
レベル4～7
実務経験＋実務スキル

実務スキルと知識
レベル1～3
保有知識＋実務スキル
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「心身の健康に加えて、仕事に対する充実感や働きがい、社会に

役立っているという実感が、社員一人ひとりの幸福感、Well-

Beingにつながる」という考えのもと、Well-Being経営を推進し

ています。この考え方の背景には、早くから組織一丸となって取

り組んできた働き方改革や健康経営を通じて培ってきた、働きや

すい職場環境があります。

Well-Being経営では、社員一人ひとりのWell-Being向上を起

点に、自律的な挑戦と成長を促し、主体的な貢献意欲を価値創出

の原動力とすることで、人財価値の最大化につなげる循環を重視

しています。

当社グループでは、Well-Beingの7つの価値観と28の指標を

独自に定義し、社員アンケートを通じて実感値を可視化していま

す。その結果を「SCSK Well-Being Score」として組織へフィー

社員が自信をもって挑戦し、成長や働きがいを実感するために

は、安心して働ける環境が必要です。これまで培ってきた働きや

すい職場づくりを土台に、価値創出を通じた「社会への貢献」と

「働きがい」を実感できるWell-Being経営を推進しています。

今後も、社員のWell-Being向上を人的資本価値向上の重要な

基盤と位置づけ、持続的な企業価値向上を支えていきます。

ドバックし、課題把握と改善施策につなげることで、Well-Being

サイクルの定着を図っています。

また、Well-Beingポータルサイトや社員主体の「Well-Being

サポーター活動」を通じて、理解浸透と組織単位での実践を促進

しています。今後も、当社グループ全体でWell-Beingサイクル

を継続的に回し、エンゲージメント向上と人財価値最大化につな

げていきます。

人的資本経営の土台となるWell-Being経営

Well-Being経営への変遷　～「働きやすさ」から「働きがい」へ～

Well-Beingサイクルによる人財価値最大化
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Well-Beingサイクル

そのほか
調査データ

各種
人事関連
データ

Well-Being度を高める「Well-Beingサイクル」

健康経営を超えて『Well-Being経営』へ

スマートワーク・チャレンジ

健康わくわくマイレージ

「働きやすさ」から「働きがい」へ

価値創出を通じた
社会への貢献と働きがいを
実感できる会社へ

●�効率的な働き方で
� 長時間労働を改善
●�画一的から柔軟な働き方へ

心身ともに健康的な会社へ

1stSTAGE

働き方改革
2013年3月期～

2ndSTAGE

健康経営
2016年3月期～

3rdSTAGE

Well-Being経営
2024年3月期～

SCSK 
Well-Being サイクル
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「すべての人材がその能力を最大限に発揮できる「働きやすさ」

と「働きがい」のある会社」の実現を目指し、これまで推進してき

たダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）に、Equity（公平性・

公正性）とBelonging（共に働く）の要素を加え、DEIB（Diversity, 

Equity, Inclusion, Belonging）へと概念を進化させ、その推進

に取り組んでいます。なかでもBelongingは、社員・組織・会社

が一体となって「共に働く」実感を高める重要な要素です。

性別・年齢・国籍などの属性にとどまらず、思考・能力・価値観

などの多様性を尊重し、それぞれの違いを力に変えることで、組

織の活性化と創造性の向上を図っています。

公平・公正な職場環境の整備と、安心して力を発揮できる組織

風土の醸成を通じて、多様な人材がその能力を最大限に発揮でき

る環境を整え、新たな価値の創出と持続的な成長を実現してまい

ります。

DEIBの推進により、多様な力を価値創出へつなげる

価値創造を支える基盤

多様なプロフェッショナルの活躍

SCSKのDEIB推進方針

一人ひとりの多様性を認識し、
尊重する企業文化を醸成しま
す

Diversity  多様性

一人ひとりのニーズに応じた、
公平・公正な職場環境を整備
します

Equity  公平性・公正性

一人ひとりの多様性を活かし、
誰もが貢献できる企業文化を
醸成します

Inclusion  受容

誰もが自分らしく、働きがいを
もって共に働く組織風土を醸
成します

Belonging  共に働く

ライフイベントとキャリア継続を支える両立支援

多様な社員が同じステージで活躍できるよう、長時間労働の是

正に加え、リモートワーク、フレックスタイム、各種休暇制度など、

働く場所や時間に柔軟性を持たせた働き方を整備し、社員の自律

的な働き方やワーク・ライフ・バランスの確立を支えています。

育児との両立支援では、性別を問わず育児に参画しながら働き

続けられる環境づくりを推進しています。育児休業の前後に本人

と上司、人事の三者面談で上司からの期待を伝え、復職後のキャ

リアをイメージしやすくしています。また、男性の育児参画を後押

しするために、「配偶者の出産休暇」制度の付与日数を最大20日間

へ拡充し、育児休業を取得した男性社員の座談会も実施しました。

さらに、女性特有の健康課題や不妊治療と仕事の両立支援にも取

り組んでいます。こうした育児・不妊治療との両立支援の取り組

みが評価され、「プラチナくるみんプラス」認定を取得しています。

今後も、性別を問わず仕事と育児を両立し

やすい組織風土の醸成に加え、女性特有の健

康課題や不妊治療、介護との両立支援にも

取り組み、誰もがキャリアを継続しやすい環

境づくりを進めていきます。

LGBTQに関する理解促進

属性に関わらず安心して働き、活躍できる職場環境の実現を目

指し、LGBTQに関する理解促進や意識啓発に取り組んでいます。

グループ会社社員も参加可能なセミナーの開催や、アライ※コミ

ュニティを通じた交流の場の提供など、グループ全体で継続的な

支援活動を進めています。

多様な視点を経営・組織運営に活かす登用と育成

経営の意思決定や組織運営における多様性を確保するため、

2012年にD&I推進の専任組織を設置して以来、女性の登用拡大

に継続的に取り組んできました。

働き方改革による成長機会の公平化に加え、人事制度や専門性

認定制度に基づく公平・公正な評価・処遇を推進しています。ま

た、女性ライン管理職の登用目標を設定し、メンター制度、社外研

修、経営層やロールモデルとの対話機会など、役職別の育成・登

用施策を通じて、マネジメント層の多様性確保を進めています。

障がい者活躍推進と多様性を尊重する企業文化の醸成

障がいのある方の雇用・活躍推進を通じて、共に働く環境の整

備と、多様性を受け入れる組織風土の醸成、ノーマライゼーショ

ンの理念の浸透を目指しています。

SCSKグループおよび特例子会社である東京グリーンシステム

ズ株式会社での雇用推進に加え、SCSKの主要拠点に設置したリ

ラクゼーションルームでは、国家資格である「あん摩マッサージ

指圧師免許」を持つ視聴障がいのある社員がヘルスキーパーとし

て活躍しています。

さらに、2024年3月期からはSCSK株式会社での雇用も本格的

に推進し、誰もが安心して能力を発揮できる職場環境づくりを通

じた「共に働く」企業文化の醸成に取り組んでいます。

※アライ：LGBTQに寄り添い支援を表明する人々の総称
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人権尊重への取り組み
SCSKグループは、「夢ある未来を、共に創る」の経営理念の下、事業活動を通じて社会に貢献する企業として、さまざまなステーク

ホルダーの皆様と共に豊かな社会づくりに取り組んでいます。その実現のため、事業活動に関わる一人ひとりの個性や価値観を尊重

し、互いの力を最大限に活かせるよう、経営理念の中の約束の一つとして「人を大切にします。」を掲げています。SCSKグループは、

これからも経営理念に基づき、人権尊重の取り組みをステークホルダーとともに推進していきます。

SCSKグループの人権尊重に関連する方針
SCSKグループは、経営理念および行動指針に基づき、SCSKグループの事業活動の影響を受けるすべての人々の人権を尊重する企

業グループとして、その考え方や責任について示す「SCSKグループ人権方針」を策定しました。

また、SCSKグループは、AI活用においてAIが人権に与える影響の大きさを理解しAIシステム・サービスの開発・提供・利用に関す

る指針をまとめた「SCSKグループAI基本方針」を策定しました。

人権デュー・ディリジェンス
SCSKグループでは、2023年3月期より「SCSKグループ人権方針」に基づき、国際的なガイドラインに沿ったプロセスで人権

デュー・ディリジェンスを進めています。

今後も定期的に人権デュー・ディリジェンスを実施することで、人権に配慮した事業活動を推進していきます。

●��取り組み状況等の情報
開示

情報開示

●��事業に係る主要な人権リ
スクの検討・特定と影響
評価　等

人権リスクの特定・
影響評価

●��人権尊重を確実にする仕
組みと手続きの整備　等

人権尊重に向けた
取り組み

●��継続的なモニタリングの
実施

モニタリング

SCSKグループ
人権方針

「人権の尊重」に向けた取り組みについてはこちら
https://www.scsk.jp/corp/csr/humanrights.html

人権リスクの特定、影響評価　　

　2023年3月期は、外部専門家を起用し、SCSKグループ全体の人
権への影響・リスクを評価するため、業種、地域、企業固有のリス
クを踏まえ、優先的に対応すべき人権リスクを特定しました。特定
された人権リスクはメンタルヘルス、ハラスメント、調達・委託先
に関わる人権侵害、海外事業に関わるリスクなど7つの項目です。
2025年3月期は、新たにSCSKグループに加わった子会社におい
て、人権リスクの評価を実施しました。SCSKグループでは特定さ
れた人権リスクの防止・軽減策に取り組んでおり、継続してモニタ
リングを行い、改善・是正に努めます。

人権尊重に向けた主な取り組み　

社内向け教育の実施
　SCSKグループでは、人権尊重に向けた意識を高めるため、「人
権の考え方」、「ハラスメントの防止」、「ダイバーシティの推進」、「メ
ンタルヘルス」などの役職員研修や社内向けセミナーを実施して
います。

責任あるサプライチェーンの構築
　SCSKグループは、サプライヤーの皆様と共に社会的責任を果た
していくために制定しておりました「サプライチェーンにおける
サステナビリティ推進方針」の内容を見直し2024年3月期に

「SCSKグループ サプライチェーン サステナビリティ推進ガイド
ライン」を制定し、サステナビリティ経営推進体制のもと、本ガイ
ドラインを尊重し事業活動を進めています。サプライヤーの皆様
にも本ガイドラインへのご理解とご賛同、その実践を求め、共に人
権尊重に向けた取り組みを推進しています。

モニタリング

救済窓口の設置
　SCSKグループでは、職場においてハラスメントが発生した場合、
またはコンプライアンスの問題に気付いた場合に、SCSKグループ
やパートナー企業の社員が、通報・相談できる「労務相談窓口」や

「内部通報制度」を設けています。相談者のプライバシーは完全に
保護され、本人および事実関係の確認への協力者に不利益な取り
扱いをしないことが保障されています。

情報開示

　窓口の運用実績は、適正な業務の遂行と利害関係人の秘密、信
用、名誉、プライバシーなどの保護に支障がない範囲において、社
内外に開示をしています。

 P.44／サステナビリティ推進
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企業は日々、さまざまな製品やサービスをお客様へ提供しています。継続的に高品

質なサービスをお客様に届けるためには、事業活動のバリューチェーンに関わる、さま

ざまなパートナー企業との密接な連携が不可欠です。SCSKグループは永続性の高い

パートナー企業とのリレーションシップを構築し、健全なバリューチェーンを確立する

ことで高品質で安心・安全なサービスを提供しています。また、さまざまな施策にパー

トナー企業と取り組んでおり、バリューチェーンの付加価値を向上、働き方改革や健康

経営活動、サステナビリティ経営などを推進し、今後もIT 業界の発展に貢献し、Well-

Being 経営を目指します。SCSKグループは、パートナー企業を重要な事業基盤として

位置づけるとともに、共に価値を創出し、共に成長する「共創・共栄型パートナーエコ

システム」の実現を目指しています。

情報セキュリティ・コンプライアンスの徹底

価値創造を支える基盤

健全なバリューチェーンの確立

パートナー企業に対する基本的な考え方

IT業界をリードする永続性の高いパートナーリレーションシップ

Social 健全なバリューチェーンの確立

品質・生産性の向上

契約業務の効率化

SCSKグループは、パートナー企業との年間3万件を超える膨

大な契約手続きをWeb-EDI※1 化することにより、両者における

飛躍的な業務効率化を実現しています。また、シームレスなコミ

ュニケーションポータルを活用し、法令遵守、コンプライアンス

に関する重要事項の連携により業務品質の向上に取り組んでい

ます。

SCSKグループは、パートナー企業と共に、品質・生産性の向上を図る取り組みを長年にわたって続けており、SCSK開発標準(SE+)を

使用した、品質の安定化や開発生産性向上を通じ、お客様への高品質かつ継続的なITサービス提供を実現しています。また、 SCSK独自

のものづくり基盤(S-Cred+)、近々には新たにAX基盤を活用し、より高度な開発・運用の実現に向けた取り組みをパートナー企業と共

に進めています。加えて、SCSKグループとパートナー企業でプロジェクト単位での相互評価を実施し、その評価結果を分析・活用する

ことで、継続的な品質・生産性向上に取り組んでいます。

・ コミュニケーション
ポータルによる情報連携

・契約手続きの効率化
・納品・請求手続きの効率化
・派遣勤務実績管理の効率化

SCSKニアショアシステムズ（株）
SCSK北海道（株）
SCSK Minoriソリューションズ（株）
SCSKシステムマネジメント（株）
SCSK九州（株）

パートナー企業

パートナー企業

パートナー企業

※2

SCSKグループは、お客様の重要な資産である情報を取り扱うにあたり、パートナー企業と共にSCSK規定の「情報セキュリティガイ

ドライン」の遵守徹底を求め、定期的な説明会や実地調査などの活動を行っています。

また、情報セキュリティ事故の撲滅のために、パートナー企業と共に情報セキュリティ・コンプライアンスの徹底を図り、安心・安全

な付加価値の高いバリューチェーンの実現に努め、お客様や社会からの高い信頼を得られるよう取り組みます。

Well-Being
経営

バリューチェーンの
付加価値向上

働き方改革や
健康経営活動

サステナビリティ
経営推進

永続性の高いパートナー企業とのリレーションシップ 
健全なバリューチェーン
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サステナビリティ推進

SCSKグループは、パートナー企業にご理解とご賛同をいただきながら、共にIT業界の

サステナビリティ推進活動に取り組んでいます。

2024年3月に誠実かつ公正な事業活動を通じて社会の持続可能な発展に貢献するため

の行動規範となる「SCSKグループ サプライチェーン サステナビリティ推進ガイドライン」

を策定しました。SCSKグループは、サステナビリティ経営推進体制のもと、本ガイドライ

ンを尊重し事業活動を進めていきます。

SCSKグループでは、パートナー企業を対象としたサステナビリティ実態調査や説明会

を通じ、人権尊重、環境対応、情報セキュリティなどの取り組み状況を可視化するととも

に、課題改善を支援しています。今後もパートナー企業との対話を通じて、持続可能なバ

リューチェーンの実現を推進していきます。

新中期経営計画におけるビジネスパートナー戦略

テーマ 重要ポイント 取り組み事例

品質・生産性の向上

⃝ AX技術を活用した各種の高度化

⃝ 開発・管理の標準化（SE+など）

⃝ プロジェクトの相互評価

⃝���SCSK開発標準、AX基盤、ものづくり基盤をパートナー企業に展開し、品質の安定化、生産性
向上を通じ、高品質かつ継続的なITサービス提供を実現

⃝���SCSK、パートナー企業とのプロジェクト相互評価結果の共有による品質改善・生産性向上

契約業務の効率化
⃝  契約手続き業務のWeb-EDI化による

効率化

⃝  コミュニケーションポータルの共有

⃝���SCSK�Web-EDIシステム（SE�Link）の活用（利用率99%）による委託契約手続きのペーパー
レス化

⃝��SE�Linkポータルを活用した全パートナーへの情報発信・双方向コミュニケーションにより法
令遵守、重要事項の徹底を推進

情報セキュリティ・
コンプライアンスの徹底

⃝    業務委託にかかわる法令の遵守

⃝    情報セキュリティの強化

⃝��パートナー企業にSCSK規定の「情報セキュリティガイドライン」の遵守徹底を求め、実地調査
などの活動を実施

⃝��情報セキュリティおよびコンプライアンスの確保と強化を目的とした全パートナー向け説明会
を開催

サステナビリティ推進

⃝  パートナー企業とのサステナビリティ
推進体制の構築

⃝  温室効果ガス排出量削減に向けた意
識醸成と実態把握の推進　など

⃝��パートナー企業にサステナビリティ実態調査を実施し、環境・人権などの取り組み状況を可視
化、調査結果のフィードバックを通じて課題整理を支援�

⃝��人権尊重に向けた方針や人権デュー・ディリジェンスの取り組みおよび、SCSKグループの温
室効果ガス排出量削減目標や排出量削減に向けた各種施策について説明、啓蒙活動を実施

パートナー企業と
サステナビリティ

推進の共有

人権の尊重

他施策を
共有/推進

多様性の
理解/活用

ペーパーレス
化推進

温室効果
ガス排出量
削減推進

新中期経営計画では、3つの変革の軸である「AI起点の自己変革」「知財オファリング」「事業基盤・ケイパビリティの徹底活用」と、AI戦

略「AX Enabler」を通じて、次元の異なるITカンパニーへの進化を目指しています。  P.5／社長メッセージ

その実現に向けては、パートナー企業との連携を従来のリソース提供中心の関係から、AI・デジタル技術、知財、業界専門性などを活か

した価値共創型のパートナーシップへ進化させることが重要です。

SCSKは、パートナー企業と共に価値を創り、共に事業成長を実現する「共創・共栄型パートナーエコシステム」の構築を推進しています。

取り組みテーマ

※1　�Web-EDI（Electronic�Data�Interchange)：企業間の商取引業務をインターネット上で行い、業務の効率化を図るシステム
※2　SE�Linkは、SCSK株式会社の登録商標です

共に価値を創り、共に事業成長を実現する『共創・共栄型パートナーエコシステム』へ進化

事業基盤ビジネスパートナー 価値共創ビジネスパートナー

提供価値＝付加価値労働量
（ AIエージェント基盤上での 

高い生産性・品質）

提供価値＝高度な技術・専門性、成果 重点ケイパビリティ
①AI
②UI/UX
③クラウドネイティブ
④セキュリティ
⑤ DXコンサル+⑥PM/PMO
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SCSKグループは、企業としての社会的責任を果たすことを念

頭に、株主、従業員やお客様、ならびにバリューチェーンを構成す

る企業、地域社会などの幅広いステークホルダーとの信頼関係を

基盤としたサステナビリティ経営を実践していきます。変化の大

きい事業環境においても、持続的な成長と企業価値の向上を実現

するため、経営の効率性と健全性の両立、ならびにそれらを支え

る経営の透明性の確保をコーポレート・ガバナンスの基本と位置

づけ、経営の最重要課題の一つであると認識した上で、SCSKに

最もふさわしい経営体制を整備・構築しています。

2026年3月の住友商事による完全子会社化後も取締役会およ

び取締役による監督機能を強化するため、取締役会は、社外取締

役2名および社外監査役2名を含む体制としており、非業務執行

となる取締役会長が取締役会議長を務めるとともに、取締役会等

の諮問機関として指名・報酬等諮問委員会を設置し、コーポレー

ト・ガバナンスの透明性の確保に努めております。

また、経営の監督機能と業務執行機能の分離を図るため、執行役

員制度を採用し、さらに2027年3月期以降においては、執行役員　

社長以下の執行役員が日常的な業務執行に係る権限と責任を担う

体制のもと、業務執行上の重要事項に関する意思決定機関として、

経営会議を設置しております。これらを通じ、今後もさらなる経営

の効率性の向上と経営の健全性の維持、透明性の確保を実現し、よ

り一層、コーポレート・ガバナンス体制の強化に取り組みます。

価値創造を支える基盤

透明性の高いガバナンスの実践

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方と体制（2026年6月23日時点）

コーポレート・ガバナンス体制図

取締役会

（監査役協議会）

株主総会

執行役員

事業グループ・支社
グループコーポレート

内部監査本部
執行役員 社長 

経営会議

取締役

監査役

コンプライアンス委員会

会計監査人

監査役室

業務執行

選任・解任

選任・解任 選任・解任

連携

補助

監査

指示

報告
連携

監査

会計監査

連携

指揮命令

指名・報酬等
諮問委員会

答申

諮問

監督・意思決定

選任・解任 選任・解任

Governance 透明性の高いガバナンスの実践

監査報告

報告

指示
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バリューチェーンを支える企業の皆様、お客様や株主、地域社会、グループ役職員など

幅広いステークホルダーの皆様におかれましては、日頃よりSCSKグループの事業活動

ならびに持続的成長に向けた取り組みにご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

昨年度に引き続き、取締役会議長を務めております中島です。

SCSKグループを取り巻く経営環境は、2026年3月の住友商事による完全子会社化を

契機として、新たな事業領域への挑戦や事業機会の拡大が進む一方、AIをはじめとする

先端技術の急速な進展や地政学的リスクの高まりなどにより、不確実性が一層増してお

ります。

当社は、2026年6月に新たに2名の社外監査役を迎え、経営監督機能の更なる強化を図

りました。取締役会では、多様な知見や経験を有するメンバーによる自由闊達で本質的

な議論を通じて、ガバナンスの健全性・透明性の向上に努めていきます。

今年度は、新中期経営計画の初年度であるとともに、2027年4月に予定するネットワ

ンシステムズとの経営統合に向けた取り組みを本格化させる重要な年度です。取締役会

として、新中期経営計画の着実な遂行に向けた各施策の進捗状況、ネットワンシステムズ

との経営統合の戦略的意義や進捗状況、想定されるリスクへの対応、さらには住友商事

グループとの協業を通じた共創事業の創出やグループシナジーの最大化を含む企業価値

向上に向けた施策について継続的に監督するとともに、経営陣との建設的な対話を通じ

て、その実現を後押ししていきます。

取締役会議長として、将来を見据えた戦略的な議論を促進し、SCSKグループの持続的

な成長と企業価値の向上に貢献できるよう努めてまいります。 

コーポレート・ガバナンス体制の概要

機関設計 監査役設置会社

取締役の人数 9名（非常勤取締役5名、うち社外取締役2名）

監査役の人数 4名（非常勤監査役3名、うち社外監査役2名）

定款上の任期 取締役：1年　　監査役：4年

取締役会議長 中島�正樹（取締役会長�非業務執行）

執行役員制度 採用

役員一覧

地位 氏名 担当

取締役会長 中島�正樹 取締役会議長
指名・報酬等諮問委員会委員

代表取締役 當麻�隆昭 執行役員�社長
健康経営推進最高責任者
指名・報酬等諮問委員会委員

取締役 竹下�隆史 執行役員�副社長

尾﨑�務 執行役員�副社長
最高情報セキュリティ責任者

久保�哲也�社外 � 指名・報酬等諮問委員会委員長

松石�秀隆�社外

巽��達志 指名・報酬等諮問委員会委員

堀�健太郎

梁井�崇史

監査役 岡�恭彦

富田�亜紀

奥山�健志�社外

中川�正行�社外

取締役会長　取締役会議長

中島 正樹

取締役会議長メッセージ

※ 取締役 久保哲也氏は、2026年9月28日に逝去し同日をもって取締役を退任いたしました。
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基本的な考え方

SCSKグループは、「法と規則を守り、社会的規範の上に立った

高い倫理観を持って行動すること」をコンプライアンスの基本方

針に、社会的責任を果たし、信頼に応える企業であり続けること

を目指しています。また、新中期経営計画において、2030年に目

指す企業像の実現に向け、企業文化および行動指針として「イン

テグリティ（誠実・真摯・高潔など）」を掲げており、その浸透と実

践に取り組んでいます。

体制・仕組み

コンプライアンスの基本的な考え方に基づき「コンプライアン

ス規程」および「コンプライアンスマニュアル」を制定し、コンプ

ライアンスに取り組むための組織体制を整備しています。また、

コンプライアンスを確実に実践するために「コンプライアンス委

員会」を設け、コンプライアンスに関する全社的方針の決定・改定、

コンプライアンス体制の維持・管理、関係部署との調整、実施状

況の確認、情報の共有などを行っています。

コンプライアンス体制

コンプライアンス推進の仕組み

役職員

監査役
（常勤監査役）

コンプライアンス委員会

コンプライアンス委員長

コンプライアンス委員
外部

弁護士

取締役会

承認

教育・再発防止等の
助言・推進

通報 通報 通報

指名

指名 通報内容報告

報告

代表取締役
執行役員 社長

内部通報制度

コンプライアンス違反の早期解決と未然防止のため、SCSKグ

ループやパートナー企業の社員が、通報・相談できる「内部通報

制度」(スピークアップ制度)を設けています。

窓口・通報手段

SCSKグループでは次の3つの窓口を用意しています。通報者

はいずれかを選び、電子メールなどで連絡することができます。

①コンプライアンス委員長

②監査役（常勤監査役）

③外部弁護士（匿名通報可）

いずれの窓口においても通報者と関係者のプライバシーや通

報内容の秘密は厳守され、通報によって不利益な扱いを受けない

ことが保障されています。

事態の調査

すべての通報・相談は、通報窓口が迅速に確認を行い、コンプ

ライアンス委員長の定める方針に基づき、調査を行います。

調査結果は、速やかに通報者にフィードバックされます。また、

調査結果・是正内容については、取締役会、監査役（常勤監査役）、

コンプライアンス委員会などへ報告を行っています。

実績の開示

2026年3月期、受け付けた内部通報件数は、SCSKグループ全

体で18件でした。

また、内部通報とは別に常設している労務相談窓口では、164

件の相談に対応しました。

公正な取引

SCSKグループでは「コンプライアンスマニュアル」において、

コンプライアンスに関する具体的規範として、公正な取引を徹底

することを明記しています。「営業活動における指針」として「独

占禁止法の遵守」や「不正競争の禁止」などを定め、公平で自由な

競争を通した取引先との信頼関係の構築に努めています。また

「社会の一員たる企業人としての指針」として「贈収賄の禁止」「政

治献金」「反社会的勢力への対処」について定め、公正な事業慣行

のための企業倫理を周知しています。

 

教育・研修

新入社員や新任管理職等を対象にした階層別研修、eラーニン

グ、コンプライアンスをテーマとするグループディスカッション

など各種教育を実施するとともに、「コンプライアンスマニュアル」

や関連情報を社内ポータルサイトに掲載し、SCSKグループの事

業に関する法令や規則の周知と意識の醸成に取り組んでいます。

また、各種教育、施策の実施においては、事業の特性やリスクを踏

まえた独自のコンテンツによる実効性の向上、インテグリティを

判断軸としたコンプライアンス最優先の組織文化の醸成などに

取り組んでいます。

コンプライアンスeラーニング受講率

2026年3月期の教育の成果 100%
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情報セキュリティ管理体制

SCSKでは、情報セキュリティを経営における最重要課題の一つ 

と位置づけ、情報セキュリティ体制、ならびに情報セキュリティマ

ネジメントシステムの構築と継続的改善を統括する責任者とし

て、最高情報セキュリティ責任者を設置しています。

上記に加えて、最高情報セキュリティ責任者を補佐し、SCSKの

情報セキュリティを統括・推進する組織として、情報セキュリテ

ィ管理部を設置しています。

最高情報セキュリティ責任者の下、情報セキュリティ管理部が

主体となり、情報セキュリティ関連部署との相互連携を強化する

とともに、事業グループと一体で、全社を挙げて情報セキュリテ

ィ施策を推進しています。

情報セキュリティ高度化に向けた取り組み

情報セキュリティ強化への取り組み

SCSKでは、システム開発、運用など業務遂行のための標準で

あるSE+(SmartEpisode Plus)に情報セキュリティ標準を組み

込み、運用を実施しています。また、お客様の重要な情報資産を

守るために、取り扱い情報の重要度に応じた分類、セキュリティ

リスクの状況、安全管理措置の実施状況を評価、改善するシステ

ム（S-SIMS※）を構築し、金額・規模の大小問わず、すべての稼働

案件を対象に220項目にわたる調査・改善活動を継続的に実施し

ています。

引き続き、お客様の重要な情報資産をお預かりするIT事業者と

して、全役職員への教育を通じて、エンゲージメント意識・職業倫

理の向上を図っていきます。

SCSKセキュリティ情報管理システム（S-SIMS）の概要
案件ごとに抱える「情報セキュリティリスク」と「安全管理措置」の実態を一元把握・可視化し、各現場および組織ライン各層が協
力して適切な情報管理のPDCAサイクルを回すための仕組み。

外部システム

各種管理台帳
（オフィス・専用ルーム・NW／サーバー／クラウドサービスなど）

案件情報

案件基本情報
管理機能

セキュリティ情報
棚卸記録管理機能

ロケーション情報
（業務環境）管理機能

安全管理措置の
実施単位情報

安全管理措置の
実施情報

安全管理措置
実施情報管理機能

・物理的措置  ・組織的措置
・技術的措置  ・人的措置

情報セキュリティリスク
情報

取り扱いデータ
重要度情報
管理機能

本番データアクセス
機会情報
管理機能

案件
情報

ロケーション
情報

※　S-SIMS：SCSK�Security�Information�Management�Systemの略称
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SCSK-CSIRT体制図

SCSK-CSIRT

CSIRT長※4

CSIRT事務局

CSIRTメンバー

対応判断

対応方針の
協議

関係部署

グループ会社

セキュリティ
オペレーションセンター（SOC）※5

情報セキュリティ・個人情報管理体制
（事業グループ・支社）

情報セキュリティ・個人情報
取扱管理責任者

情報セキュリティ・個人情報
取扱実施責任者

社内での情報連絡ルート 社外とのインシデント情報共有ルート

対応協議
情報共有

情報収集

情報交換

連携

対応協議

報告 指示

報告報告

報告

報告

社
外
窓
口

警察・JPCERT/CC など

外部関係者

日本シーサート
協議会など

他社CSIRT

政府機関

顧客企業

消費者

社外

社員
報告 緊急連絡窓口／

ユーザーヘルプ
デスク

コンプライアンス
委員会

社長

最高情報セキュリティ責任者

情報セキュリティ統括管理責任者

報告

対応指示

連携

社内

報告

報告

報告

個人情報統括管理
責任者

※1　SCSK-CSIRT（Computer�Security�Incident�Response�Team）：コンピュータセキュリティインシデントに対する活動を行う常設組織
※2　JPCERT/CC（Japan�Computer�Emergency�Response�Team�Coordination�Center）：一般社団法人�JPCERTコーディネーションセンター
※3　�NISC（National�center�of�Incident�readiness�and�Strategy�for�Cybersecurity）：内閣サイバーセキュリティセンター
※4　情報セキュリティを所管する部署の本部長もしくはセンター長が担います。現在は情報システム本部長が担当しています。（2026年4月時点）
※5　SCSKでは、CSインシデント対応としてCSIRT体制を構築し、SCSK社内のネットワークなどの監視を行う、セキュリティオペレーションセンター（SOC）と常時、連携しています。

● SCSK-CSIRTでは、万が一インシデントが発生した場合の被害の極小化を目的とし、速やかなシステム停止や復旧を判断
するための体制と対応手順を規則として設定緊急時の対応

● 全役職員を対象にサイバー攻撃被害の予防を目的としたeラーニングによる情報セキュリティ教育
● 標的型メール攻撃への予防を目的としたなりすましメール訓練
● SCSK-CSIRTと関係部署間がスムーズに連携し、迅速な対応ができるよう机上訓練の実施　など

教育・訓練

● インターネットからアクセスが可能なサーバーやクラウドサービスについてセキュリティ対策基準を定め、定期的に基準
の適合状況および脆弱性の確認と是正を実施脆弱性対応

SCSK-CSIRT※1の体制

SCSKでは、コンピュータセキュリティインシデント（以下、イ

ンシデント）発生時に速やかに事態を収束させ、被害を最小限に

することを目的に、SCSK-CSIRTを組織しています。

インシデントへの適切な対処に向けて、社内システム担当部署

セキュリティインシデントへの対応

やサイバーセキュリティ担当部署が連携し、インシデントの解析

や対応方針、方法を協議するとともに、JPCERT/CC※2、NISC※3

などの外部機関と連携を行います。

また、コンプライアンスや法令、および事業面での影響等につ

いて、各関係部署と速やかに協議し、状況を的確に把握すること

で、影響度に応じた迅速な対応判断を行います。　

● SCSKグループに関するドメインを対象とし、認証情報がダークウェブ上に漏えいしていないか定期的に確認し、漏えいが
確認された場合は、必要な措置を講じる

ダークウェブ
モニタリング
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SCSKでは、リスクを「損失を被る可能性、または事業活動から

得られるリターンが想定から外れる可能性」と定義し、SCSKグ

ループの事業活動の安定化と企業価値の向上を図るため、事業活

動遂行時のさまざまなリスクを可能な限り想定し、右記の目的を

もって、主な重要リスクを中心に継続的なリスクマネジメントを

実施しています。

リスクマネジメント

業績安定・
成長

実績が計画から乖離しないよう事業運営をすることに
よって業績の安定性を高め、持続的に成長すること。

体質強化
ビジネスモデルから想定される潜在リスクについ
て、リスクが顕在化した場合においても事業継続が
可能となるよう損失を限定的にすること。

信用維持 法令遵守をはじめとした企業の社会的な責任を果た
すことにより、信用の維持と向上を図ること。

基本方針

具体的なリスク対策

緊急事態対応・事業継続計画

SCSKでは、大規模な自然災害やパンデミックなど、SCSKグ

ループに重大な影響を及ぼす不測事態の発生に備え、緊急事態対

応の行動基準や組織体制を整備しています。社長あるいは支社長

を責任者とし、拠点ごとの関連部署で組織される災害対策部会を

中心に、水・食糧の備蓄、安否確認システムでの訓練、災害対策本

部の立ち上げ訓練の実施、夜間休日の緊急事態対応の体制整備、

DRサイトの構築、本社（首都圏）または各拠点の被災を想定した

相互の支援体制整備、災害対策ポータルによる社員への情報共

有・啓発活動など、さまざまな事前対策を講じています。また、策

定した事業継続計画は毎年見直しを行い、実効性の向上に努めて

います。

リスクマネジメント体制

SCSKでは、当社グループの事業に重大な影響を及ぼす可能性

のあるリスクを適切にマネジメントするため、リスクマネジメン

トに関する規程を定め、併せてリスクマネジメントの統括部署と

してリスクマネジメント本部を設置しています。

リスクマネジメント本部は、リスクマネジメント活動が適正に

機能するよう、全社視点で一元的にリスク管理状況の把握・評価

を行い、定期的に執行役員 社長、および経営会議に対して状況を

報告すること等により、リスク管理における質の向上に努めてい

ます。また、これらの状況全般については、取締役会にも報告を

行っています。その際、事前に十分な説明をすること等により、取

締役会による監督機能の強化に努めています。

SCSKグループでは、上述のリスクマネジメント活動を通じ、事

業環境の変化に適応し、リスクマネジメントの継続的な改善を図

っています。

取締役会

執行役員 社長

経営会議

事業グループ グループ会社

社内規則等の遵守
リスク管理の実施

所管リスク
担当部署

リスクマネジメント
統括部署連携

連携

標準化された規程の導入等
リスク管理の実施

報
告

報
告

リスクマネジメント本部グループコーポレート

リスクマネジメント体制図

報告

連携

提言・報告

重要リスクに
関する会議体


